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開   会 

 

【岡田総務課長】  それでは、お時間になりましたので、ただいまから国土審議会土地

政策分科会第１回国土利用計画部会を開催させていただきます。 

 私は、国土計画局総務課長の岡田でございます。 

 本日は、お忙しい中をご出席いただきましてまことにありがとうございます。本日は、

国土利用計画部会の第１回の会合でございまして、部会長選出の手続までの間、暫時、私

が司会を務めさせていただきますので、よろしくお願いいたします。座って説明させてい

ただきます。 

 会議の冒頭に当たりまして、本日の会議の公開につきまして申し述べさせていただきま

す。国土審議会運営規則第５条の規定によりまして、国土審議会の会議は原則として公開

することとされております。これは同運営規則第８条の規定によりまして当部会にも準用

されておるところでございます。したがいまして、この部会におきましても、本審議会の

方針に従いまして、会議、議事録ともに原則として公開をするということといたしまして、

本日の会議につきましても一般の方々に傍聴をいただいております。この点につきまして、

あらかじめご了承いただきますようお願いを申し上げます。 

 本国土利用計画部会でございますが、去る平成１６年５月２８日に開かれました第８回

の国土審議会土地政策分科会において設置が決定されたものでございまして、お手元の資

料２として部会の設置要綱をおつけしているわけでございますけれども、そこにもござい

ますように、国土利用計画に関する事項を調査審議いたしまして、その結果を土地政策分

科会に報告していただくということを任務としておるところでございます。 

 次に、当部会に所属をいただいております委員につきましては、国土審議会令の第３条

第２項に基づきまして、土地政策分科会長にご指名をいただいたところでございます。皆

様方には、ご多忙にもかかわりませず部会への所属をご快諾いただきましたこと、まこと

にありがとうございました。 

 

新委員の紹介 

 

 それでは、本日は第１回目の会合でございますので、委員の方々をご紹介させていただ
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きます。順次読み上げさせていただきます。 

 有田博之委員でございます。 

【有田委員】  有田でございます。よろしくお願いいたします。 

【岡田総務課長】  遠藤日雄委員でございます。 

【遠藤委員】  遠藤でございます。 

【岡田総務課長】  小林重敬委員でございます。 

【小林委員】  小林でございます。 

【岡田総務課長】  榛村純一委員でございます。 

【榛村委員】  榛村です。 

【岡田総務課長】  武内和彦委員でございます。 

【武内委員】  武内でございます。 

【岡田総務課長】  千田正委員でございます。 

【千田委員】  千田でございます。よろしくお願いします。 

【岡田総務課長】  根本祐二委員でございます。 

【根本委員】  根本でございます。よろしくお願いします。 

【岡田総務課長】  星野順子委員でございます。 

【星野委員】  星野です。よろしくお願いいたします。 

【岡田総務課長】  三好吉清委員でございます。 

【三好委員】  三好でございます。よろしくどうぞ。 

【岡田総務課長】  鷲谷いづみ委員でございます。 

【鷲谷委員】  よろしくお願いいたします。 

【岡田総務課長】  亘理格委員でございます。 

【亘理委員】  亘理です。よろしく。 

【岡田総務課長】  皆様方におかれましては、本日の部会の運営についてご協力賜りま

すよう、よろしくお願いを申し上げます。 

 

国土計画局長あいさつ 

 

 それでは、第１回目の会議でもございますので、本日の議事に入ります前に、国土計画

局長の尾見からごあいさつを申し上げたいと存じます。 
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 なお、国会審議の関係上、国土計画局長は審議の途中で退席をいただきますので、よろ

しくご了承賜りたいと思います。 

【尾見国土計画局長】  今、ご紹介いただきました国土計画局長の尾見でございます。

委員の皆様におかれましては、平素から国土行政につきまして、いろいろとご指導を賜っ

ております。厚く御礼申し上げたいと思います。 

 本日は、年度末の大変ご多忙中にもかかわらず、国土利用計画部会にご出席をいただき

ましてまことにありがとうございます。 

 この国土利用計画部会は、国土利用計画に関する事項を調査審議するということで、今、

司会の総務課長からお話がありましたように、昨年の土地政策分科会で設置され、本日、

第１回ということに相なります。この間、私どもでは、国土利用計画について、別の形で

研究会で勉強させていただいてまいりました。 

 あと１点ご紹介しておきたいと思うことは、この間、国土計画の改革というようなこと

で、国土利用計画も含めて、やはり新しい時代に対応していろいろな仕組みをもう１回一

から考え直そうではないかというようなことで、いろいろ議論してきたところだと思いま

すが、全体すべてをということはなかなか一朝一夕にできることではないというようなこ

ともあると思います。ある範囲で国土計画について仕組みをちょっと変えようということ

で、この３月１日に法案を提出させていただきました。国土総合開発法の抜本改正という

ことになると思いますが、それをベースにして国土利用計画法との関係についても若干の

整理をさせていただきました。あるいは、大都市圏計画とか、地方開発促進計画とか、そ

ういうものについても考えておりますが、基本的には、今まで戦後６０年以上になるので

しょうか、一貫して人口が増えて、それに伴って、踊り場はございましたけれども、それ

なりの経済成長をきちんと果たして、そこで開発をベースにした全総計画をもとに走って

きたわけでありますけれども、やはりこれからほんとうに人口減少社会に突入するという

ことで、今までの仕組みや物の考え方はやっぱり大きく変わらざるを得ないだろうと。そ

れを国土の利用とか保全とかということがおそらく中心になって、ストックを活用してい

くということが主な命題になるだろうということで、成熟社会型計画というようなものに

すべきではないかという点が１点であります。 

 それともう１つは、国土づくりは、やはり地方と国の本来共同作業で行うべきものでは

ないか。今までは国が基本的に絵をかいて、その方針でということで、国土の均衡ある発

展という大命題のもとにやってまいりました。国土の均衡ある発展そのものの考え方は、
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これからも引き続いていく必要があると思っておりますが、同時に、やはり地域の声をベ

ースに物を考えていただく、地域間がある意味で連携したり、あるいは場合によっては競

争したりしながら自分たちのことを考えていく。そこの中で国が一定の方向づけをしたり、

あるいは調整をしたりと、そういう役割分担になるのではないか。そんなことで、１つの

新しいスキームをつくったらと考えております。 

 そういうことで、これから予算審議に引き続いて法案審議が行われるわけでありますが、

予算に関係しない法律ということで多少審議は先のほうになると思いますけれども、でき

ましたら順調に６月の会期中には何とか成立をさせていただけるように、今、努力してい

るところでございます。 

 全体としては、方向については、いろいろな方面からのご意見を聞いていますが、方向

としては、ご賛同いただける部分が多いのではないかと受けとめておりますけれども、要

は、方向を変えるということでございまして、その時にどういう中身のものができるかと

いうことだと、そういうことに尽きるのではないかと思います。そういう意味で、これか

らほんとうの作業が始まるわけで、この国土利用計画につきましても、新しい国土計画、

国土形成計画と一体なものとして作成する。そういう大きな整理をしております。 

 国土利用計画法は、必ずしも全体的なことを考えてというよりも、やや応急的な側面も

あったわけでありますけれども、しかし、すべてのものについて最も上位の基本の計画と

されているわけでありますので、これがやっぱり１丁目１番地になるということだと思い

ます。国土形成計画と、そういう意味では、内容、思想、考え方、そういうものをきちっ

と整理していくということが必要かと思っております。そういう意味で、これからの審議

の方向だとか、やり方とか、そういうことについてもいろいろ工夫をしていかないといけ

ないと思っております。 

 いずれにしましても、今後の計画づくりの柱として大変重要なものだと考えております

ので、委員の皆様には、より積極的なご審議をお願いしたいと思っております。今後とも

よろしくご指導、ご鞭撻をいただきますようお願いをいたしまして、開会のごあいさつに

させていただきます。よろしくお願いいたします。 

 

議   事 

（１）部会長互選 
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【岡田総務課長】  それでは次に、部会長の互選をお願いしたいと存じます。 

 国土審議会令の第３条第３項の規定に基づきまして、部会長は部会に属する委員、それ

から特別委員の方々の中から互選をしていただくことになっております。いかがいたしま

しょうか。 

【榛村委員】  部会長につきましては、国土審議会調査改革部会や土地政策分科会でご

活躍され、また土地政策や国土政策について深い学識を有しておられます小林重敬委員に

お引き受け願ってはと思いますので、ご提案申し上げます。 

【岡田総務課長】  ただいま榛村委員から、小林重敬委員にいかがかというご提案がご

ざいましたけれども、皆様のご意見はいかがでございましょうか。 

（「賛成」の声あり） 

【岡田総務課長】  それでは、ご異議ないようでございますので、小林重敬委員に部会

長をお引き受け願うことといたします。 

 それでは、小林委員、部会長席にご着席をいただきますようお願い申し上げます。 

 また、これ以降の議事運営は部会長にお願いをいたしたいと思いますので、どうぞよろ

しくお願い申し上げます。 

【小林部会長】  それでは、一言ごあいさつを申し上げます。 

 ただいま部会長に選任されました小林でございます。局長さんのお話もございましたよ

うに、国土利用の実態も大きく変わってございますし、それを支える枠組みもこれから大

きく変わろうというところだと思います。その動きの中では、国土利用計画のポジション、

役割が変わってくるのではないかと私は期待しております。従来よりも位置づけの高い意

味のある計画になる方向が見えてくるのではないか。そういう方向に向かってぜひ皆様の

忌憚ないご意見をいただきながら審議を進めさせていただきたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

 それでは、まず最初に私からお諮りしたいことがございます。国土審議会令第３条第５

項の規定に基づき、あらかじめ部会長代理を指名させていただくということでございます。

まことに恐縮でございますが、武内和彦委員に部会長代理をお願いしたいと思いますが。 

【武内委員】  武内でございます。よろしくお願いいたします。 

【小林部会長】  よろしくお願いいたします。 

 

議   事 
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（２）国土利用計画について 

 

 それでは、お手元の議事次第にございますが、議事に入らせていただきます。 

 本日の議事は、４にございますように、国土利用計画について、事務局からご説明いた

だいた上で、自由な討議をさせていただきたいと思います。 

 それでは、事務局から議事につきましてご説明をお願いいたします。 

【橋本計画官】  それでは、まず資料の確認をさせていただきます。いろいろございま

すので確認させていただきます。 

 まず、議事次第がございます。 

 それから、本部会の委員名簿でございます。 

 それから、配布資料一覧。 

 資料１が、「土地政策分科会国土利用計画部会の設置について」というペーパーでござい

ます。 

 資料２が、「国土利用計画部会設置要綱」です。 

 資料３が、「国土利用計画（全国計画）の策定準備について」、これは数枚ございます。 

 資料４が、「国土利用計画の概要」ということで、これも数枚ございます。 

 資料５は、少し厚いものになってございますが、「国土利用を取り巻く情勢の変化」とな

っております。 

 その後に参考資料が１から５までついております。 

 以上でございますが、よろしゅうございましょうか。 

 それでは、まず資料１から４までをご説明させていただきます。 

 資料１と資料２は対になった資料でございます。これは冒頭、局長からも申し上げまし

たように、昨年の５月に土地政策分科会に提出し、諮られたペーパーでございます。 

 資料１は、国土計画局という事務方から土地政策分科会に国土利用計画部会の設置をお

願いしたというペーパーでございます。 

 ２のところに、「現行国土利用計画の点検を行い、国土利用のあり方に関する今後の課題

について検討する必要がある」と。 

 ３で、「このため、土地政策分科会に国土利用計画部会を設置し、調査審議をしていただ

くことをお願いしたい」という、こういうペーパーをお諮りしまして、その結果、資料２

にございます国土利用計画部会設置要綱というのが、当日、土地政策分科会で決定された
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ということでございます。 

 特に２の（任務）のところで、「部会は、国土利用計画に関する事項を調査審議し、その

結果を土地政策分科会に報告する」という任務になってございます。 

 資料１と２は、昨年のご報告のようなことでございますけれども、その後、資料３が、

今回、本日初めてお出しするというものでございます。 

 その前に、ちょっと順序が前後になるんですが、資料４で、一応ざっと国土利用計画の

概要ということで、ほんとうにポイントだけを簡単にご説明させていただきたいと思いま

す。 

 まず、その目的として、「総合的かつ計画的な国土の利用を図ることを目的とする」とい

うことで、こういう法律がございまして、国土利用計画につきましては、３つ目の丸の構

成にございますように、全国計画、都道府県計画、市町村計画という３段階で構成されて

いるということでございます。 

 それから、次の丸で、計画事項ということで、具体的にどういうことをその計画の中で

記載して定めるのかということで、３つありまして、①国土の利用に関する基本構想、②

国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標及びその地域別の概要、それから③で前号

に掲げる事項を達成するために必要な措置の概要という、こういう３つのことを定めると

いうことになっております。 

 それから、計画の策定手続に関しましては、全国計画は、「国は、国土の利用に関する基

本的な事項について全国計画を策定」するということでございまして、国土交通大臣が全

国計画の案を策定して閣議決定をすると。国土審議会及び都道府県知事の意見を聴取する

等の手続によってつくっていくということになってございます。 

 それから１枚めくっていただきまして２枚目のところの真ん中辺で、計画の基本性とい

うのがございまして、「全国計画以外の国の計画は、国土の利用に関しては、全国計画を基

本とするものとする」という基本姿勢がうたわれているという、ざっと言いますと、国土

利用計画というのはこういうものでございます。 

 ちょっと順序が前後してしまいましたけれども、資料３に戻っていただきまして、国土

利用計画、今申し上げた全国計画の策定準備ということで、本部会でこういうことをお願

いをしたいという事務方のペーパーでございます。 

 １.は全国計画の概要ということで、３回目の三次計画が現在の計画ですけれども、この

概要を書いたものでございます。三次計画は、平成８年２月に、当時の土地政策審議会、
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現在の土地政策分科会になってございますけれども、ここの答申を受けて２月に閣議決定

されています。 

 現行の全国計画は、その内容としては、最初のパラグラフにございますように、土地利

用転換の圧力が弱まる、国土利用計画はその当初から土地利用転換をどう考えていくかと

いうところがかなり大きな柱だったわけですけれども、それがだんだん弱まってきた。な

お都市化の進展、経済社会の安定が進む中、土地需要の量的調整というものは部分的にあ

る。あるにしても、その後にございますような①、②、③というような観点を基本とした

土地利用の質的向上を図ることが課題であるという大きな考え方のもとに、第２パラグラ

フにあるように、平成１７年を目標として目標値を定めて、そのための具体的な措置とし

て、第３パラグラフにあるような考え方をもとに措置の概要を示しているという計画にな

ってございます。 

 これを今回、次の計画の策定を目指していって、その策定の準備をしていきたいという

ことでございまして、２にございますように、策定準備の理由としては、まず（１）に現

行の全国計画の利用区分ごとの規模の目標年次が平成１７年であるということと、その中

で既に一部目標と実勢の間に乖離が生じてきているというものがございます。これはあと

で少しご説明します。 

 それから、次のページの理由の２番目として、（２）にございます。まず、人口動向が、

これは冒頭のあいさつでも申し上げましたように、人口動向が平成１８年、来年あたりを

境にして、ずっと増加基調で来たものが減少基調に大きく転換していくということで、国

土の利用を考える際に最もベースになる人口の動きがこれまでと正反対の動きになるとい

うことがございます。これに伴って、土地利用の転換圧力も一層低下してくるのではない

か。 

 そのほかにも、地球環境の問題とか、森林とか、農地の国土管理水準の低下の問題とか、

こういう１０年前と比べて、当時はそれほどまだ大きな問題ではなかったものが非常に大

きな問題になってきていて、国民の意識もかなり変わってきているということがあって、

国土利用をめぐる大きな情勢に変化が生じていることから、次の国土利用計画の策定を準

備する必要があるということでございます。 

 それから３番目に、今後の進め方としては、（１）で、これも冒頭ご説明いたしましたよ

うに、この国土利用計画の全国計画と、新たに法律を改正してつくろうとしております国

土形成計画全国計画を一体のものとして作成していこうという国土総合開発法等の改正案
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が、現在、国会に提出させていただいたところでございますので、この国土利用計画の作

業も、法案の審議状況とか、あるいは両計画を一体のものとして作成するという考え方を

十分に踏まえて、かつ現行の目標年次が平成１７年とされていることも十分勘案して進め

ないといけないのではないかと思っております。 

 それから、（３）の具体的に作業を進めるに当たっては、この部会の上部機関であります

土地政策分科会で十分に審議をいただくということや、国土形成計画との一体的な関連と

いうことから、国土審議会における調査審議を十分に行い連携を図るという進め方をする

ことが必要だと思っております。 

 また、都道府県知事とか、あるいは国民一般の方々の意見を十分に反映させるよう、そ

ういうような措置もこれまで以上に考えていかないといけないと思ってございます。 

 それから、最後のページは目標のところでございまして、現在の計画が一応こういうよ

うな目標になってございます。一番左側が計画の基準年ということで平成４年、それから

真ん中が統計上最新のデータということで平成１４年、それから一番右が平成１７年の目

標年ということになってございまして、幾つかのところで既に違っているようなところが

出て、かなり合っているというところもありますし、間違っているというようなところも

あります。 

 例えば農地のところで、目標としては４９０万ヘクタールですけれども、平成１４年の

現在で４７７万ヘクタールというように、既に目標値を下回っているというようなものも

出ているということが、先ほど申し上げました目標と実勢の間に既に乖離が生じていると

いうことの１つでございます。 

 資料１から４の説明は以上でございます。 

【小林部会長】  それでは、ただいま事務局から資料１から４の説明がございましたの

で、これに関連して、何かご質問、ご意見があればいただきたいと思いますが、いかがで

しょうか。 

 どうぞ。 

【三好委員】  土地利用の規模と目標というところの数値なんですが、その数値に対し

ていろいろな数値がありますよね。この数値を使っているのは、農水省から出た基本的な

あれからですか、農地の場合。 

【小林部会長】  農地は、税制上の農地の区分とか、いろいろあるみたい……。 

【三好委員】  農地もあるし、市町村が出しているやつもありますし、農水省が出して
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いるやつがありますし、実際に意識調査をして農家を一軒一軒当たって５年に一遍やる数

値がありますよね。この数値は、毎年行っている……。 

【橋本計画官】  地目によっていろいろな統計を使っています。基本的な考え方として

は、現況の土地利用がどうなっているかというのをできるだけつかまえようということで

す。農地に関しましては、これは農水省の「耕地及び作付け面積統計」を使っています。 

【三好委員】  １年に一遍出されるやつ。 

【橋本計画官】  はい。その田及び畑の合計を使っているということです。 

【三好委員】  そうしたら、今後検討していくに当たっては、その数値を基本としてい

くということでいいですね。各市町村から出ているような……。ばらばらなんですよ。神

奈川県へいってやりますと、結局、農業委員会が実際に意識調査した農地面積と、それか

ら市町村で出している固定資産税等にかける農地の面積と、それから農水省が出す面積、

みんなばらばらなんです。ですから、非常に議論をしていくときに混乱してしまうんです。

まして横浜市が議論するときには横浜市の固定資産税でいってしまうんです、台帳から。

ですから、見ると面積が違ってしまっているんです、農地の場合。ですから、ここでは、

この農地を検討していくのは、要するに、センサスを得るのは農水省から出る年に１回の

現状調査を基本としていくと、それでいいですか。 

【橋本計画官】  はい。データの継続性とか制度という面から、基本的にはそういう考

え方にしていきたいと思います。 

【三好委員】  はい、わかりました。 

【小林部会長】  よろしいですか。 

【三好委員】  はい。 

【小林部会長】  ほかにいかがでしょうか。 

 あとの議論になると思いますけれども、従来はこの規模の議論が土地利用計画の中心的

なテーマであったんですが、今後それだけでよろしいのかどうかというようなことも含め

てご議論いただく可能性がございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 それでは、私から質問したいんですけれども、先ほど新たに国土形成計画が議論され、

法案が出されていると。その国土形成計画と国土利用計画の一体性という言葉があったん

ですけれども、一体性という意味は、どのような段階での一体性ととらえたらいいのか、

もしお考えがあれば教えてください。 
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【総合計画課長】  今回の国土総合開発法の改正では、もともと国土利用計画の全国計

画と国土全国総合開発計画の全国的計画についての統合というような議論がずっと進んで

おりましたけれども、そこのところの宿題を果たすという観点から、国土利用計画の全国

計画と、国土形成計画の全国計画を一体的に作成いたします。これはどういう手続かとい

いますと、法律が制定をしまして、それから計画をつくっていく間に、両者を緊密に連携

させながら審議をしていくということでありますし、最終的には、同日閣議決定、合本と

いう形にしたいと思っております。 

 国土形成計画と国土利用計画の間で若干オーバーラップするような内容も入ってくるか

とは思いますが、今回、例えば国土形成計画の中では、海域というようなことも扱ってい

くということになっておりますので、そういった状況については、国土利用計画の中でも

検討していく必要があるのではないかと考えております。できるだけオーバーラップ、重

複は避けたいと思いますけれども、やはり国土形成計画、国づくりの計画の中に土地利用

の要素を十分に加味して計画をつくっていく必要があろうかと思いますし、国土利用計画

を考える上でも、これまでの需要の拡大、右肩上がりの時代から、土地利用を整除してい

くといったらよろしいのでしょうか、国土利用の質への転換ということを十分に考慮した

国土利用計画、お互いに影響を与えながら審議をしてまいりたいと思っています。 

【小林部会長】  はい、わかりました。どうもありがとう。 

 一体性の議論はそのような形で、手続の一体性と、場合によっては内容についても両者

が連携していく部分が出てくるというようなお話でございます。よろしいでしょうか。 

 ほかに何かございますでしょうか。 

 もし特になければ、また後でお気づきの点があればご質問いただく、あるいはご意見を

いただくということにしまして、次の議論に移らせていただいてよろしいでしょうか。 

 それでは、事務局、お願いいたします。 

【橋本計画官】  それでは、資料５「国土利用を取り巻く情勢の変化」ということで、

データとかがございますので、少しこれをご説明させていただきたいと存じます。 

 これは、現在はどんなような国土利用をめぐる課題があるのだろうかということで、主

なものを集めたものでございます。１ページ目に、総括表のようなものがございますので、

ここに書いてあるようなことを中心に後ろの資料を見ながらご説明をさせていただきたい

と思います。 

 まず、２ページ目でございますけれども、たびたび申し上げて恐縮ですけれども、人口
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の長期的な推移ということでございまして、２００６年で、これは国立社会保障・人口問

題研究所の推計等をベースにしているわけでございますけれども、１億２,７００万人余り

のところをピークとして下がっていくだろう。これは現行の趨勢での推計ということにな

るわけですけれども、そうなるだろうと。２０５０年ぐらいには、大体１億人ぐらい、現

在の８割ぐらい。推計によって数値はいろいろあるんですけれども、そのくらいになるの

ではないかということで、いずれにしても減っていくことは間違いないということでござ

います。 

 それからもう１つ、土地の利用を考えるときには、世帯数ということも非常に重要にな

るわけでございますけれども、図２のところで出してございますけれども、世帯数は上の

ほうの三角で書いてあるところでございまして、これは２０００年を１としてどうなって

いるかということで、上が世帯数、下が人口ですけれども、世帯数のピークというのは、

人口のピークより少し遅れてやってくる、１０年ぐらいでしょうか。少し遅れてやってく

るということでございます。それにしても、２０年とか、そういう長期の視野に立ちます

と、世帯数も人口もあわせて減っていくというようになっていくのではないかということ

でございます。 

 ちなみに、三大都市圏、地方圏を見ますと、地方圏で減るのが早いというか、大きいと

いうことが出ております。 

 それから、少し資料としては飛ばしていただきまして、５ページ目のところで、国土利

用、土地利用の面ではいわゆる農林業的土地利用から都市的土地利用、要は、農地林地か

ら宅地等への転換というところにずっと圧力があったわけですけれども、これがどうなっ

てきたかというのが図９でございます。この国土利用計画ができた前後の一番左側のあた

りは、非常に転換が激しかったわけですけれども、それが一たん減ってきて、バブルのこ

ろにまた少し増えて、平成４年からずっと減少傾向になっております。平成４年から見る

と、現在、平成１３年までのデータでございます、半分ぐらいの感じということでござい

まして、おそらく人口とか世帯数が減るということを考えると、これはもっと減ってくる

のではないかというように感じております。 

 それから、少し飛ばしていただきまして、新たな動向としましては、７ページ目のとこ

ろに資料をつけてございますけれども、環境の問題が非常に大きな問題でございまして、

ご案内のように、地球環境問題に関しては、ことしの２月に京都議定書が発効しました。

これは基準年に比べて日本は６％の温暖化ガスを削減しようということでございますけれ
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ども、そのうちの３.９％を森林が吸収するという一応計画になってございますので、こう

いう森林を確保していくというようなことが１つの国土利用の重要な課題になってくると

いうことで、これも非常に深い関係があるということでございます。 

 それから、さらに飛ばしていただきまして９ページ目のところで、いろいろなアンケー

トを見たものでございますけれども、図１８、右上は「日本の国や国民について誇りに思

うこと」ということで、一番左側が多いわけですけれども、「長い歴史と伝統」とか、特に

２番目のところに「美しい自然」というものを回答される率が上がった。それから、下の

ところ、図１９は「今後の国土づくりにおいて力を入れるべき点」として、「災害に対する

安全性の確保」、「自然環境の保全」というような項目が高い割合を占めているということ

がございます。 

 それから、１１ページ目以降で、主として都市地域についてどういうことがあるだろう

かということでございまして、図２２でございます。人口が減ってくるということで、都

市地域の市街地の面積が減ってくるということが、トレンド推計をしてみるとそういう結

果になるということでございます。ここで市街地の面積というのは、１キロ四方のところ

に４,０００人以上の人が住んでいるという、これは国勢調査の定義を援用しているわけで

すけれども、そういう定義をして推計してみますと、２０００年を１としますと、×××

がその地方の都市でございまして、地方の都市では５０年後に０.３７ということで、３

７％ぐらいまでになってしまう。それから、その他のところでは、少しそれがまた増えて

くるんですけれども、２０１５年から２０年ぐらいからは下がってきて、２０５０年には

全国平均では０.７９までということがございます。 

 また、図２３にございますように、同じ市街地といっても人口密度がどんどん減ってく

るということがございます。 

 いずれにいたしましても、そういうことで、市街地の面積が縮小するとか、要は、にぎ

わいのあるところがだんだん減ってくるということでございますので、地域の活力低下と

か、逆に低未利用地とかが虫食い的に発生するというおそれも考えないといけないのでは

ないかということでございます。 

 それから、１３ページ目のところで、やはり都市地域を中心に空き家の率が増えていま

すということが図２７でございます。これはかなり長い統計で、もう５０年ぐらいの統計

でございますけれども、継続的に増えていて、２００３年が最新ですけれども、１２.２％

までの空き家率になってきているというようなことがございます。 
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 また右側、図２８、地域別に見てみますと、全国よりは上にいくところは、大都市では

京阪神地域です。 

 それから、次の１４ページ目を見ていただきたいんですけれども、図３０で自然面率の

推移ということで、自然面率というのは、注２にございますように、田畑、森林、荒地、

河川、湖沼、海岸等というところの面積でございますけれども、そういう率がどのくらい

あるかということでございますけれども、左側が三大都市圏、右側が地方圏、それぞれを

市街地と都市地域とに分けましたけれども、いずれにしても減っているということがござ

います。特に市街地ではその減り方が激しいということでございます。２０年間ぐらいで

大体３割ぐらい、あるいはそれ以上減っているということでございます。 

 それから、下の図３１は通勤通学の交通利用の手段を見てみますと、自家用車利用率と

いうのが上がっているということでございます。特に右側の図を見ていただきますと、こ

れは市街地・郊外部別でございますけれども、三大都市圏も地方圏も郊外部で自家用自動

車の利用率がかなり増えているということがございます。 

 それから、地域別の地域類型ごとに見て、農山漁村ではどういうことがあるかというこ

とを見てみますと、１５ページ目でございますけれども、これは山林でございますけれど

も、一言で言うと、管理が行き届いていないような山林がかなりあるということでござい

まして、図３２は間伐をしたかしなかったか、それから右側は植林をしたかしなかったか

ということでございますけれども、間伐で大体６割ぐらいがしていない、それから植林で

は７割、８割ぐらいがしていないというような状況になってございまして、下の、これは

愛媛県だけの例ですけれども、放置されている森林がかなりの割合あるのではないかとい

うことでございます。同じ森林の面積があると言っても、そこの質が非常に低下してきて

いるのではないかという心配であります。 

 それから次の１６ページ目は、農地に関して見ますと、森林と同じような問題で耕作放

棄地が非常に増えているということでございます。図３４は耕作放棄地全体の面積の１０

年間の変化ということで、２０００年の段階で３４万ヘクタールぐらいありまして、この

面積は大体東京都の面積の１.５倍ぐらいということです。 

 下の図３６を見ていただきますと、かい廃面積の推移ということで、どういうかい廃が

されているかということで、１９９０年ぐらいを見ると、工場用地・宅地等への転用とい

うのが１位だったんですけれども、それが９５年で耕作放棄地がトップに出てきて、その

状況はずっと変わっておりません。 
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 図が全体的に右下がりになっていまして、毎年の発生量は減っているんですけれども、

それでも１万ヘクタール以上の耕作放棄地が毎年出ているというような状況でございます。 

 それから、次の１７ページ目は、これは集落機能が低下しているということで、図３８

は農家がゼロになった小規模な集落、あるいは無住化の集落が、この１０年間ですけれど

も全国で４１０集落あります。この数が多いか少ないかというのはあるんですけれども、

その４１０集落で右側にありますような推計をしてみますと、その背後に耕地とか林野の

面積をかなり持っている、そういうところが農家がなくなっているということでございま

して、要は、国土資源管理という観点からは大きな問題を生じているということでござい

ます。 

 １８ページ目は、そういう中で先ほどもおっしゃられました森林農地に新しい期待とい

うか、側面が出てきているということで、図４０はＣＯ２の吸収ということでございます。

２０１０年で、一応、計画上はＣＯ２の吸収というのはいろいろな条件があって、そのカ

ウントされる、されないというのがあるんですけれども、計画上は一番右側の議定書上の

吸収量１,３００万炭素トンというのが一応計画にはなっているんですけれども、平成１０

年から１４年のベースで計算してみると、右側の図のように、それが１,０３０万炭素トン

ということで、目標には届いていないのではないかというようなことでございます。 

 それから、下の４１番目はポンチ絵でございますけれども、バイオマスとしての利用と

いう側面も非常に期待されてきているということで、管理が大変だと言いつつも、そうい

う新たな期待、動きというものがあるのではないかということでございます。 

 それから、地域の類型としては、自然維持地域というのが現在の三次計画の中でもある

んですけれども、そういう地域について見ますと、１９ページ目でございますけれども、

生物多様性上重要な地域、特に下の図ですと湿地とか干潟というのが大きく減少している

ということがございますし、次の２０ページ上の図にございますように、絶滅のおそれの

ある野生動植物、これは種の比率ですけれども、いろいろな種で２割ぐらいが比率を持っ

ております。 

 そういうような中で、２１ページ目で、こういうような自然というものを体系的に保全

しようという考え方、ここでは水と緑のネットワークと書いてありますけれども、エコロ

ジカルネットワークとか言い方はいろいろとあるんですけれども、そういう考え方があっ

て、町田市等では、一部実際にこういう動きが動き出しているというような新しい動向と

いうことでございます。 
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 非常に雑駁でございますが、全体はこういうような土地利用に関する動きがあるのでは

ないかということでご説明とさせていただきました。以上です。 

【小林部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、現下の国土利用をめぐる情勢の変化について、資料を用いてご説明いただき

ました。今日はこのような資料、あるいはそれに関して皆様がお持ちのさまざまな情報を

もとに、自由に国土利用に関するご議論をさせていただきたいと思っております。どこか

らでも結構ですので、ご意見があればいただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

【武内委員】  資料について説明をいただければと思うんですが、人口が減少するとい

うことがこれからの計画の中で非常に重要な要素であるということはよく理解できるわけ

でありまして、またそれに伴って、トレンド分析だけだと思いますけれども、市街地が相

当程度地方都市を中心に縮小するということが予想されている。そこまではいいんですけ

れども、一方で、自然面率というものを見ますと、これは減少傾向が続くような説明にな

っているように思うんですけれども、例えば、論理的にいって、市街地が縮小して自然面

率が減少するということはどうなのかなというふうな、その辺の全体の大きな流れの中で

いろいろなものを絡めて考えたときに、若干今はまだ論理矛盾があるのではないかと思う

んですが、それは質問ということでお答えいただければと思うんですが。 

 それからもう１つは、ここではあまり強調されていないんですが、やはり人口減少と高

齢化の進行というのが特に地方では非常に深刻になっていると予想されるわけですけれど

も、そうなってきますと、いわゆる医療とか福祉という問題と、今の人口減少とか、土地

利用のかい廃とかという問題が相当絡んで議論の対象になるのではないか。従来の国土利

用計画ですと、あまりそういうことは問題がなくて、それは構成的な議論の中で議論され

るべきで、これは国土計画には関係ないというふうな感じなのかもしれませんけれども、

やはりこれは深刻な国土計画上の課題という、国土の安全・安心というようなことを入れ

ようとすると、単に防災だけではなくて、そういういわゆる福祉を底支えするような基盤

整備というものをどういうふうにするかとか、そんなことを少し考えなければいけないと

思うんですけれども、これは意見かもしれません。 

 それから３つ目ですけれども、これは強く言っているんですが、これは全総の場合には、

今度は国土形成計画になる中で、海外との連携という話があったんですけれども、これは

国土利用計画は現行法のままで改正するわけで、後でひっつけるんですけれども、ひっつ
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けたときに、新法で少し伸ばせるところと、それから旧法で伸ばせないところのずれが生

じるのかどうかです。例えば、海外との連携なんていうのは、おそらくこれは国土利用計

画法をつくった時点ではあまり意識されていないと思うんです。ですから、そういうふう

なものでどういうふうに考えるのか。 

 先ほどの例えば福祉みたいな話にしても、要するに、人口を補てんするために海外から

どれだけ人を受け入れるかという問題があって、例えばフィリピンの介護士みたいなやつ

が、今、大きな話題になっていると思うんですけれども、ああいうものも私ども大学の中

でもそういうものに対して少し日本の看護学というものがシェアを広げていかないと対応

できないのではないかというご意見も学内ではいただいたりしているんですけれども、そ

れはちょっと別な話かもしれませんけれども、そういう観点で海外のさまざまな動向と日

本の国土利用の将来というものを相当リンクして議論されていくということになるのだろ

うと思うんです。ですから、その辺の旧法という枠の中でどれだけ議論できるのか、ちょ

っと私は疑問があるんです。 

 ３点申し上げましたけれども、お答えいただければと思うんですが。 

【小林部会長】  いかがでしょうか。それぞれ。局長さん、それでは先に。 

【尾見国土計画局長】  私、国会に行きますので。 

 今、最後におっしゃった点は、大変今回の制度改正の中で、国土利用計画法をそのまま

でいいのかという問題意識は当然あったわけであります。ただ、国土利用計画法は、その

中で基本的に土地問題についてのいろいろな政策ツールが、土地利用基本計画のありよう、

これは繰り返し繰り返し議論になったところでありますが、そのほかにも土地の取り引き

の適正化のための仕組みだとか、そういうものがございます。そういうものを具体的に今

の時点、今後をどう見据えてどうするかというあたりは、実は土地・水資源局を中心に議

論をしていただいているわけでありますが、なかなか具体的に今の時点でこういう方向で

ということがなかなか出てこないということがございました。いろいろな外部条件もある

と思います。農水省さんの食料・農業・農村基本計画、そういう議論もやっぱり踏まえな

いといけないというようなこともあって、もう少しそっちは時間がかかるだろうと。そう

すると、法律の世界では、この目的のところだけちょこちょこといじるとか、そういうこ

とはなかなかしにくいところがありますので、非常に法制的な理由から、それはそのまま

にしてありますが、元来、かなりアバウトなというか、国土総合開発法もそうだったわけ

でありますが、何でも書けると、ある意味ではどういうことを視野に入れてもいいという
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ような側面もありますので、その点は今、武内先生がおっしゃったように、海外の視点と

いうのは、これから東アジア等は大きく影響してくる中で、食料の問題、エネルギーの問

題、今の福祉とか、介護、医療の問題も大きくかかわってくることは間違いないので、そ

ういうものを踏まえて議論していただくというのは、国土利用計画の新しい方向としても

私は十分必要なことだと思いますので、そう遠慮しないで議論していく必要があるのでは

ないかと。 

 伝統的な土地利用の地目別管理とかというようなことは、ほんとうにどうなのか。これ

までの議論だとか、例えば有効性とか、そういうあたりもきちっと検証した上で、必要な

らば続けていくし、そうでなければ違うものに変えていく、そういうようなことになるの

ではないかと思いますが、いずれにしてもその辺のところは、例えば海外との連携を十分

視野に入れておりますが、今回の法改正でも海域は入れておりますけれども、海外との連

携というものを正面からきちっと書き切れているんだっけ……。 

【総合計画課長】  書いてあります。国内外の連携。 

【尾見国土計画局長】  書いてある、国内外の、その程度ですから、内容はいかように

でも議論できるのではないかと私自身は考えております。 

【総合計画課長】  最後に局長が申し上げましたように、新しい法律に基づきます国土

形成計画では、基本理念上は国内外の連携という表現にしておりますけれども、私どもが

作っております計画のイメージというような中では、近隣諸国との国土計画をどういうふ

うに考えるかということもよく考えるということもございます。 

 それから、局長が今申し上げました東アジアとの関係、これについては日本経済の活性

化についてどういう形で連携をするかという側面もございますけれども、やはり国土利用

の観点からいたしますと、私どもは今、中国経済がこれからどうなっていくかというとこ

ろに非常に注目をしているところでございます。昨日、食料・農業・農村基本計画（案）

が決まったところで、なかなか議論を蒸し返しにくいところではありますが、例えば、昨

日のヘラルドトリヴューンでは、とうとう中国が木材について相当な輸入国になって、こ

こ１０年間で木材輸入量が３倍になるだろうという予測も載せておりますけれども、これ

は木材だけではなくて、食料についても全くそうでございますし、現在、原油価格は高騰、

なおかつ鉱物資源、特に鉄鉱石についてはもう急騰しているというような状況でございま

して、特にこのうち木材と食料につきましては、これは非常に大きなターニングポイント

になるのではないかと思います。それがどれぐらいの日本国内の需給率にはね返ってくる
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かという問題、もう既に昨日の時点で決着はしておるわけでございますけれども、少し長

い観点で見ていきますと非常に大きなターニングポイントを迎える。それはすなわち、最

後の地目別面積の話にも出てまいりましたが、これは当然、農地面積をどう考えるか、そ

れからおそらく産業としての可能性が将来出てくると私どもは考えたりもしておりますけ

れども、それまでの間、農地をどういうふうにして管理をしていくかという問題もござい

ますし、森林も同様だと思います。 

 したがいまして、国土利用計画にそういう海外の状況が直接これからはね返って地目の

予測とかという問題にも反映してくることになろうかと思いますので、その辺については

海外の状況も十分考慮した国土利用計画を考えていっていただければと思っております。 

 それから、高齢化の件につきましては、これは国土形成計画、もしくはむしろ経済財政

諮問会議でよく議論していただく話だとは思います。これは特に人口減少が急速に起こっ

ていくような三大都市圏以外のところでの都市サービスをどういう形で供給していくかと

いう問題につながります。土地利用としてはコンパクトシティーというような発想もあり

ますけれども、そういうものにはね返ってくるのではないかと思っていますので、その辺

についてもよくご議論をお願いしたいと思っております。 

【橋本計画官】  それから、自然面率のところの人口との関係で、ちょっとおかしいの

ではないかと。確かにここは現況までのことを申し上げまして、先ほどのＤＩＤとか、将

来のことを言っているので、そこは時点が合っていないと言ったら確かにそのとおりで、

自然面率のところも５０年とか先を考えていくと、確かに武内委員がおっしゃるように伸

びていくという要素は十分にある。 

 ただ、これはちょっと先走った議論ですけれども、そのときに単に自然に任せて伸びさ

せていくというだけではなくて、そこをうまく体系的に全体を連携づけてどういう形で伸

ばしていくのか。あるいは、その中で市街地の配置がどうなっているのかというようなと

ころは十分考えて今後の検討課題になるものと思います。 

【小林部会長】  よろしいでしょうか。 

 １番目の議論は、おそらくそれぞれが個別にこれまでにトレンドで伸ばしていくとそう

なるけれども、それを両者を突き合わせるとおかしい状況になる。それはむしろ計画的に

どう考えていくかというのは、我々のある意味で役割だと思いますので、そのように考え

ていきたいと思います。 

 それから、海外との関係は、国土計画の中でかなり重要なテーマとして今議論されてお
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りますので、あるいは林業関係では、遠藤先生あたりが何か従来からお話があるようです

ので、ちょっとお話を伺えますか。 

【遠藤委員】  東アジアとの関連のお話が出たんですけれども、木材の場合は、特に環

太平洋という視点が非常に大事だと思います。日本に外材が輸入されている産地というの

は、大体環太平洋の四大外材産地がありまして、北米、ニュージーランド、南洋材、それ

からロシア材なんですけれども、こういったところが、特に北米産地からはかなり多く入

っていたんですけれども、非常に需給がタイトになってきております。南洋材、それから

米材の輸入量というのはやっぱり減っております。 

 そういった環太平洋の中で中国の存在というのはやっぱり１つ注目すべきではないかと

思います。中国は、膨大な木材需要を持っているだけではなくて、環太平洋での新しい新

興産地としての姿も徐々にあらわしつつあると思います。 

 例えば、ポプラを植林して、それを合板にして輸出するような動きもかなり見せており

ますので、そうなった場合に、例えば北洋材も日本に入ってくる量が減っておりますし、

中国に貨車で入るようになっております。 

 ですから、そういうことを考えると、さっきの事務局からのご説明にあったように、確

かにバイオマスの問題だとか、ＣＯ２の問題で森林に新たな目を向けるというのは、それ

はそれでいいんですけれども、やはりそう遠くない時期に日本の人工林資源というものに

目を向けざるを得ない状況が必ず来るのではないかと私は思っています。 

 実はそういうきざしが既に見えておりまして、広島県の呉に中国木材という日本で一番

大きな２００万立方も丸太を擁している米松の製材工場があるんですけれども、そこの工

場が今度、佐賀県の伊万里に工場をつくりまして、九州の杉を中心にして米松と杉の異な

った樹種の集成材をつくるということで、もう着手しておりますけれども、その背景には、

やっぱり米材が入りにくくなった状況というのが私は１つあると思うんです。そういった

中で、大手の米材製材が国内の森林資源に目を向けざるを得ないような客観的な状況とい

うのは、やっぱりもうかなりの程度醸成されつつあるのではないか。そういった中で、繰

り返しになるんですけれども、土地利用計画の一環としての森林の扱い方というものを、

環境論議だけではなくて、やはり生産的な側面、もちろん採算ベースに合うところと合わ

ないところの選択的管理というのは重要な問題なんですけれども、その辺はぜひ今後の議

論の中で１つの大きなテーマに設定していただきたい、そんなふうに思っています。 

【小林部会長】  ありがとうございます。 
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 そのような新しい動向が見えてきていて、おそらくそれが国土利用計画、国土利用にさ

らに大きな影響をこれから及ぼすだろうという予測がされているというところでございま

す。 

 ほかに。 

 どうぞ。 

【三好委員】  初めてこの利用について見ていたんですが、何となく国土交通省が話す

ことより環境省で話を聞いているのかなという感じがしまして、うれしく存じたんですが。 

 私は、農業会議で農業を中心にやっていまして、今日はこの国土利用の中に重点的に森

林、農業に対してかなり期待という形のものが見えるということで非常にうれしく存じま

す。 

 １点ちょっとお尋ねをいたしたいのですが、４ページ、国土利用の推移、４ページのと

ころに、「農用地」は継続的に減少しており、「宅地」、「道路」及び耕作放棄地等が増えて

いると書いてあるんですが、１点ちょっと教えていただきたいんですけれども、耕作放棄

地となった農地はどこでカウントしているんですか。ちょっと教えてください。 

【橋本計画官】  耕作放棄地は、この目標上では「その他」になります。「その他」とい

うのが真ん中の図７のところにあるんですけれども、「その他」というのは耕作放棄地以外

にもいろいろなものが入っているんですけれども、農地が耕作放棄地になった場合は、こ

の計画の中では「その他」という分類に入ります。 

【三好委員】  そこへ入っている。最近、それほど農地、今、神奈川県の都市化されて

いるところですが、農地がそれほど減っていないんです。ただし、今言ったように、耕作

放棄地は増えているんです。ですから、今、その耕作放棄地をどうカウントしているかな

と聞いてみたら、その他の部門へ入れているから、要するに、農用地が減っていくという

形の中で。それだったら、工業用地なんかは、県工業地帯、部会長がよく知っていると思

いますが、ものすごい勢いで荒れ地になっていますよ、今。あれはカウントはどうなんで

すか。工業用地とか、ああいうのは。 

【橋本計画官】  工業用地は、ここでの数値は、経済産業省の工業統計表というものを

用いていまして、三好委員がおっしゃったように、低未利用なところがあるんですけれど

も、基本的にはこの工業用地という中に入ります。 

【三好委員】  入ってしまっているんだ。そこのところがちょっとおかしいのではない

かなというふうな気がいたしております。 
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 なぜならば、昨日決まりました新農業基本法、カロリーベースで４０から４５に上げよ

うという１０年間の計画が発表されました。そういうところの中に、不耕作農地を２０万

ヘクタール農地に戻そうよという計画が今あるんですよね。この中にうたってあるんです。

これは農水省がそのとおりいろいろな施策をとってやっていくと思うんですが、これから

のさっき言ったように林地、農地というものがこれだけ重要視されてきたときに、これを

復活させるためには、どうしてもやっぱり農地を耕作してもらわなければいけない。林地

に手を入れてもらわなければいけないということになると、こういうような形で農地カウ

ントをどんどん下がっているというような、あたかもこういう指示を出されてしまいます

と、括弧書きで耕作農地はこれだけありますという形ならいいんですが、農地が減ってい

るわけではないんですよ。要するに、耕作しているのが減っているということなので、何

とかそういう意味合いでこれからの会の中で頭の中に入れて国土利用を考えていってほし

いという形でいっぱいでございます。どうぞ今後もよろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

【橋本計画官】  ちょっとよろしいですか。 

【小林部会長】  どうぞ。 

【橋本計画官】  ここはいわゆる地目別面積目標と言っているところで、大きく７つの

地目に分けてやっております。我々事務局としても、確かに「その他」の部分がいろいろ

なものが入っていて、このままでいいのかという問題意識は十分持っています。 

 特に今ご指摘があったように、耕作放棄とか、そういう問題が大きくなっているときに、

「その他」の中に入っていて、その部分がよくわからないという状況になっていてほんと

うにいいのかという問題意識は十分に持っておりまして、その辺も十分考えていきたいと

思います。 

【小林部会長】  山林の施業放棄地というのは「その他」に入っているんですか。 

【橋本計画官】  森林は、施業に関係なく森林のままなんです。 

【小林部会長】  森林のまま。 

【橋本計画官】  はい。ですから、そういう意味で、ある意味では質といいますか、同

じ面積でもどういう質になっているのかということがこの目標のままではわからないとい

うようになっていて、そこも１つの大きな問題だと認識しています。 

【小林部会長】  これから量の議論だけではなくて質の議論をやるという趣旨がこの審

議会の１つのテーマでございますので、今のようなご指摘をぜひ今後もいただきたいと思
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います。ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 どうぞご自由に。 

【鷲谷委員】  私は生態学を専門にしていますので、あんまり土地利用というようなこ

とについてはこれまで知識があったわけでもないので、かなり素朴な意見ということにな

ると思いますが、こういう土地利用の計画をつくるときには、日本列島の自然の基本的な

構造とか、ダイナミックな特性などについて、これまでどれほど考慮されてきたのだろう

かというふうにちょっと疑問に思っております。もし今までそれほどそういうことについ

て十分な考慮などがなされていないとしたら、これからはそういうこともあるといいんじ

ゃないとか思うんです。いろいろな面から考えていけると思うんですが、土地ということ

で、まずそのモザイク性のタイプというものがどういうものなのか、これはそれぞれのく

くりに、自然条件に応じて非常に違うものだと思うんです。 

 モザイク性とは何を言っているかといいますと、場所によってすごく自然的な条件も違

うし、これまでの人の利用の影響を受けた条件も違います。それでそれぞれ違う条件のパ

ッチのようなものが集まって全体を構成しているので、モザイク画のようなとらえ方がで

きると思うんですが、そのモザイクのあり方というのは、もともとのその地域の自然をベ

ースにして、人の利用もそれをベースにして展開しますので成り立つわけですけれども、

例えば、北アメリカですと、真ん中にプレーリーという非常に広大な平原があって、東の

山地やロッキー山脈、それから乾燥地域があって、北部に膨大な森林地帯がもともと成立

するすごくモザイクが大きいといいますか、そういうものをコースグレインと英語でいう

んですけれども。 

 それに対して日本は、火山列島で非常に地形も複雑ですし、降水量がモンスーン気候で

多いものですから、その水の働きでまたさらに地形も複雑になりますし、場所によって気

象条件が、こんな狭い国土の中なのにかなり大きく違うということで、非常にファイング

レイン、細かくモザイクができているというのがもともとの自然の条件で、昔の人たちは、

そのきめ細かさをうまく利用しながら土地利用をしてきて、里山の利用の仕方の知恵とい

うのも、そういうファインに物事を見ていくということから、もしかしたらああいうシス

テムができていったのではないかと思うんですけれども、最近というか、十分な知識はな

いんですけれども、かなり何か大まかな見方で……。 

 例えば「森林」という言葉も、いろいろなものが本来「森林」という言葉に入っていま
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すね。もともとの天然に近い森林でしたら、あるいは人が若干利用している森林ですと、

どちら向きの斜面であるかとか、尾根筋かとか、谷で水にどのぐらい近いかによって樹種

とかが微妙に違っていて、その場所に適した木が優先して、それがつくる環境に応じてま

た違う多様な樹種がということで、そういう意味では、そこの土地の条件に合っています

から、何か災害があったときもすぐ崖が崩れるというようなことはないような森のあり方

があったと思うんですけれども、もともと自然の中ではごく一部の特別な場所に生育する

針葉樹を一斉にどこにでも、木材を生産するためという目標があって、それはそうでなけ

ればいけなかったのかもしれませんけれども、一般的な言葉としては、そういうものにつ

いては樹林ではありますけれども、森林という言葉は、プランテーションと英語では言い

ます。樹木の畑に当たるわけですね。だから、少し無理な立地につくったとしても、畑で

すから人が管理していけば、それは材木の生産に役に立つのだけれども、そういうことが

ないとしたら、その土地に必ずしもしっかり適しているかわかりませんから、災害のとき

なども崖が崩れたりということが起こりやすいわけですね。 

 最近の台風でも、豊岡市の市長さんのお話を聞きますと、そういう人工の植林地のよう

なところの崩壊が目立った。そうではない落葉樹林、人が使ってきたようなところは比較

的そういう被害から免れていたということがありましたけれども、一斉に同じような生態

系にしてしまったら、ほんとうに畑と同じように管理をすれば、それはそれで生産の場と

して意味があると思うんですけれども、森林としての多様な機能をそこに期待するという

のは難しいということなのではないかと思うんです。 

 森林という言葉でイメージされるものの中を、やっぱりもうちょっときめ細かい目で見

て、安全性ということも、生産を上げるということだけではなくて、安全性だとか、それ

から国民が最近は自然環境という面でも期待しているとなると、ほんとうにきめ細かい多

様なあり方というものをもう一度どういうふうに取り戻すかということも課題になってく

るのではないか。 

 ベースとなる自然が持っているモザイク性をしっかり読んで、それから人がそこで生活

していく、豊かな生活を築いていくための必要性としての利用のあり方、そういうものを

すり合わせた上で、日本列島の自然にふさわしい計画というものが必要なのかなと思いま

す。今はやや不健全な状態に生態系のあり方としてはなっているのではないかと思うんで

す。同じものばかりたくさんあるからこそ、花粉症に私も大変苦しんでおりますけれども、

そういうことも起きるのだと思うんです。日本列島の歴史の中でそういう時代はきっとな
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かった。ユーラシア大陸などで同じような草原が非常に広い範囲に自然的な条件としても

あるために、古代から花粉症などで苦しんでいた人たちがいると思うんですけれども、日

本列島では花粉症というのは、やっぱりごく最近、画一的な生態系が、その土地の条件に

必ずしも合わない形で広がってしまったということ、それは一例ですけれども、いろいろ

なひずみとか問題点が今のもしかしたら土地利用のあり方には出てきているかもしれませ

ん。感想です。 

【小林部会長】  おそらく極めてきめの細かいモザイク性が日本列島の特徴で、それが

ために国土の隅々まで人々が住み得たというか、住んでいた。それが先ほどご紹介ありま

したように、集落がどんどん引いている部分が出てきてしまっていると。それが例えば災

害との関連とか、花粉症との関係であるようですけれども、災害との関係で、有田委員、

今のお話との関連で何かありますか。突然申しわけないです。 

【有田委員】  災害という観点では、ちょっと私、コメントできるほどの情報を持って

いません。申しわけありません。 

 我々は戦後、水田を可能な限り広げてきました。そういう意味では、本来、自然状態だ

ととても水田にならなかったようなところまで食料事情に対応して広げてきたという経緯

があります。それが災害とどうつながっているのかというのは私にはわかりません。 

【小林部会長】  いや、災害ではなくて農地のほうから、今のお話を受けて何かあれば。 

【有田委員】  すみません、ちょっと時間をいただきたい。 

【小林部会長】  すみません。それでは後ほどまたご意見をいただくように。 

【総合計画課長】  先生からいろいろとご指摘をいただきまして、国土利用の問題につ

きましては、私ども学生のころからエコロジカルプランニングといいますか、いわゆる潜

在植生論ということを基本的にはいろいろな形で考えてきたんだと思います。日本の国土

というものを自然のサイドから見たときに、やはり土壌ですとか、気候ですとかという自

然環境の中で、本来生えるべき植生というものが非常に重要視されるべきなんだと私は思

っております。 

 特に戦後はそういう中で、産業政策上、木材、杉を植えて、それがなかなか産業上うま

くいかなくなったところで、環境林というような形で何とか維持していきたいと。一部は

杉を豊富に植えて、それが災害に結びついているというような状況が多々見受けられるん

だと思います。 

 これからどういうふうに森林を見るかということですけれども、今、遠藤先生からも産
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業政策として復活する可能性もあるということもありまして、非常に大きなターニングポ

イントになってきているので、今回の国土利用計画というのは非常に重要なポイントにな

ってきております。 

 特に災害につきましても、森林があるから災害が保全できるのかといった、いろいろな

議論がありまして、森林の多面性とか、多機能性というものをどう考えるか。土砂災害が

起こるところを見ますと、森林の根っこから、下から全部いっているというようなことも

ありまして、森林が生えているからといって必ずしも安全ではないというような議論もあ

ります。そういう土砂災害を起こすところはほとんど植林地域だというような議論もあり

まして、なかなか定説が定まらないという状況ではあります。やっぱりできるだけ安定を

した国土をつくるにはどうしたらいいかということを考えてまいりたいと思います。 

【小林部会長】  ほかに何か。 

 はい、どうぞ。 

【榛村委員】  私は一地方都市の市長で、七期やっていますので、土地利用についてど

ういうことがこの２５年･四半世紀に起こっているかという観点から、幾つか考えていただ

きたいことを申し上げます。 

 まず第１点は、山陰とか、北陸、東北、北海道とちょっと違うんですけれども、日本の

多くのところでスプロール化が非常に進んでいて、都市だか、農村だかわからない地域が

ものすごく増えてきているんです。これを優良農地を守るという形で自然を守り 

整理するか、それとも全然違う方法で交通整理をしなければいけない。下水政策もばらば

らですから、地域における都市性と農村性と自然性というような特性とどう議論をしてい

くか。今、農業では食えないというような状態が多くて、どの農家も、子弟は三代目の兼

業農家になっているわけですけれども、所有農地の転用期待なんですね。高く売れないか

と思ってしまっているということです。これからは都市計画だけではだめだし、農村計画

というようなものが必要ではないかという考え方もあるんですけれども、純然たる農村は

成立しないんですね。だから、農村計画でもだめなんです。 

 私はそこで自分の町で土地条例をつくって、農振地域でもないけれども、都市計画区域

でもない、特別計画協定区域というものを設定して土地利用計画をやるほうが正しいと思

ってきたんです。この場合の土地問題と土地利用について計画主体は、市町村なのか、県

なのか、国なのか、あるいはその合体なのか、だれが調整するかというようなことがいま

だにわかりませんが、そういう実態はスプロール化して、日本の国はだんだん景観も悪く
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なるし、何かごみごみごたごたしたような町になってしまっているということが事実とし

てどう考えたらいいかということが１つ。 

 それから、そういうことの中でわずかに一生懸命規制的にブレーキをかけてきたのが農

業委員会なんです。農業委員会における農地法と農振法、これが唯一の防波堤で、スプロ

ール化やいろいろなことが起こってしまうことの歯止めなのです。だから、もう一遍、人

口減少になってくる今の時点における農業委員会の見直しをしなければいけない。農業委

員会は公職選挙法で選ばれているんですけれども、やや形骸化しているとか、転用の追認

だけやっているところもあるとか、いろいろ国土利用について存在理由を問う必要が出て

てきているということが２点目の指摘です。 

 それから３点目の指摘は、森林についてです。今、約１,０００万ヘクタール杉・桧・松

が植えてあるわけです。そのうちもう全然売れないとか、暴落したとか、山そのものの売

り買いがほとんどなくなっているわけです。私も自分が林家として自分の植えた木が今、

５０年生でかなり立派になっていますけれども、もう３０年は切れないなと。その前に中

国から引き合いが来るかな、いや、来ても大した値段にはならないだろうということを思

っているんです。日本に２,５００万ヘクタールある森林のうち１,０００万ヘクタール余、

１,０５０万ですか、人工林化してしまったことは事実ですが、それを国土の中でもうちょ

っと大径木が、８０年生なりの大径木にして、それをどう使うかというビジョンが国土利

用の中の森林についてビジョンがないんです。大径木ビジョンをつくらなければ、おまえ

たちは売れないからただ持っていろと言うだけではなくて、治山治水のために間伐を国費

でやるという制度はできまして、大木にすることはできるようになったけれども、それを

どう売るかというようなことについては、何の指針になるものはないんですね。戦後の拡

大造林という人工林経営は何だったのかという問題があります。 

 それからもう１つの森林問題では、日本の森林２,５００万ヘクタールは、２７０万林家

が持っているのですが、全然境界がわからなくなってしまって、ごちゃごちゃになってき

て、だれの土地だかわからない状況で、それがまた争いにもなったりしているわけです。

だから、もう先進国の中で地籍調査で森林が縄のびがあるとか、どこが境だかわからんと

か、要するに、零細でものすごい筆数になっているので、これを国土利用上は森林を３つ

に分けて、水土保全林とか、人との共生林とか、資源循環林と分けましたけれども、その

ときの国土調査をもっと森林について真剣にやらなければいけないと思います。これが３

点目のことです。 
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 それから４点目のことは、自給率論というものを産業論としてと、景観を守るという視

点と、農地や農業や森林の公益機能を守るという面のことです。例えば日本人がお米を一

番食べたのは、昭和３７年の１１８キロで、去年なんかは６０キロを割ったんです。だか

ら、それでは減反をもっとやって、田んぼがどんどん荒れてくるのもしようがない。ある

いは田んぼをコンビニに売りたくなるというのは当然です。お米の消費が年６０キロに下

がってしまって、もうこれはしようがないと考えるか、それから例えば６万５,０００ヘク

タールある茶園はどんどん滅びていく。それはコーヒーを輸入しているからです。コーヒ

ーを４５万トン輸入しているわけです。お茶の生産は１０万トンです。だから、日本人の

嗜好飲料は、この席にもコーヒーが出ていますけれども、コーヒーで毒されてしまってい

るんです。従って、お米とお茶の活用をもうちょっと強調しなければいけない。お米とお

茶という概念は、これはふるさとの独自性とか、日本人のアイデンティティーにも関係す

ると思うのです。 

 そういう観点で言えば、竹などが典型的です。竹というのも日本人の生活の中でものす

ごく役立ち、ざるにしたり、たがにしたり、タケノコを食べたり、いろいろなことで使っ

てきたんですが、今は邪魔者になってきています。中国から安いタケノコを漬けて輸入し

ているという状態です。 

 そもそも国土利用の中には、一次産品の需要と自給率と、それが景観を守り、日本人の

アイデンティティーを守るというような観点のことがなければ、グローバリズムの中でな

るようにしかならないという形になってしまうのではないかと私は思うので、そういうこ

とは、例えば国土形成という言葉の前に、人格形成というのをやらなければいかんと思っ

ています。ちょっと哲学的になってしまって申しわけないですが、言葉としては人格形成

とか人間形成という言葉のほうが国土形成という言葉より古いんです。だから、ふるさと

の自然を守るとか、ふるさとはありがたきかなということを考えると、自然が荒廃した都

市にいて、自然に接することがなくなった大都会出身者は、ちょっと跛行した人格が形成

されるに違いないと私は思うんです。そして、そういう国土形成は人格形成手法でもある

というような観点を入れなければならなくなったのではないかという感じを、それはお米

とお茶をもうちょっと食べなければいかんというようなことと、非常に複雑に絡み合った

大きな問題だと思うわけです。 

 それから、そういうことに関連しまして、今、日本の地方都市に起こっていることは、

地下鉄のない地方都市は全くのマイカー社会化です。マイカー社会が土地利用をめちゃく
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ちゃにしたともいえます。これは日本の国を豊かにした面があるから、自動車産業だけを

攻撃することはできませんが、マイナス面が非常にあって、特に土地利用について言えば、

もう日本列島全体にコンビニがものすごく広がってしまったんですね。それで、さらに郊

外スーパー。郊外スーパーは農業に絶望した農民の農地を安く買い上げて、大きな駐車場

にして、そこへ出店する。こういうことですから、マイカーくらい日本の土地利用をつぶ

した元凶はないんですね。郊外スーパーとコンビニというのは、地方の商工会とか、商工

会議所に入らないんです。商工会とか商工会議所に入っている人たちは、消防団をやった

り、防災活動をやったり、土地利用についてもしっかりした知識とか直感を持っているん

です。ところが、コンビニやスーパーの人は、そういう地域社会とか、土地問題とかとい

うことについては、ただ安く買って駐車場を用意すればいいというだけのビヘービアなん

です。だから、そういうものについても何か農業委員会だけでは守り切れないものがある

んです。 

 都市計画法は、全然そういうものについてはだめなんです。だから、新しく国土利用計

画法か土地利用計画法か、あるいは自治体に任せて自治体の土地条例でやるか何かしない

と、日本列島はますます荒れていってしまう。自給率論がない土地利用というのは、何か

虚しい、あるいは無責任、無政府状態みたいな感じになるんじゃないかというおそれを、

ちょっと言い過ぎたことがあるかもしれませんが、私は２８年地方都市の市長をやってい

まして、いろいろなことをずっと感じております。 

 ですから、自分の町だけで言っても、４,８００戸あった農家が３,０００戸数に減った

わけです。１,８００戸減ってしまったんです。そういうこともあって、極論すれば、それ

がみんなその土地はどこへ行ったかというと、スーパーとコンビニに行ったんです。何か

ちょっと告発的になって恐縮ですけれども、日本の国土は景観が廃れてしまいます。 

【小林部会長】  榛村市長さんの土地条例はよく学習させていただいておりまして、基

本的には人間の資質にかかわる土地利用だというお話を承っております。ありがとうござ

います。 

 その中で、ご主張されました都市と農村が判別できない地域が増大しているというのは

間違いないことで、それをどのように受けとめるかということは、先ほど三好委員の耕作

放棄地をどのように理解するかということともつながってございますので、その辺は国土

利用計画の枠組みの中でぜひご議論させていただきたいと思います。ありがとうございま

す。 
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 今日は１回目ですので、できるだけすべての委員の方からご発言いただきたいと思いま

す。 

 どうぞ。 

【根本委員】  根本でございます。一応銀行員ですので、経済の立場から発言をさせて

いただきます。 

 ３点ございまして、１つは、計画の実現性を高めていただきたいということでございま

す。計画は計画で実体は別というのは、経済の世界ではあまり意味を持たないわけでござ

いまして、計画を信じて行動する経済主体が報われるというふうにしないと、いい計画に

はならないということでございますので、一体性というキーワードをさっき部会長がお出

しになりましたけれども、まさにそのとおりだと思います。できれば、国土計画相互間の

一体性だけにとどまらずに、都市計画や経済計画も含めた矛盾のないようなやり方という

のが考えられないかと思います。これはある意味、グローバルスタンダードを目指しまし

て、世界から見ると、その国がどのようになるかというのが地球間の投資競争の中で、こ

の国は将来こうなるからここにお金を出そうと思うわけで、そのビジョンが実現しそうか

どうかというのは非常に大きな話になって、ビジョンはあるけれども実現性が低いという

ことになると、リスクファクターが非常に大きくなるということで、じゃあ、日本じゃな

くて中国にしようとか、オーストラリアにしてしまおうというふうになっていくわけです

ので、日本の国内の論理というよりは、世界的な判断の根拠に足り得るほどの実現性を持

った計画というふうにぜひ進めていっていただければありがたいなと思います。それが第

１点。 

 それから第２点が、非土地利用産業をどう見るかということでございまして、今日の資

料の中にも、例えばネットビジネスとか、あるいは知的財産権とか、そういう土地を使わ

ないけれどもＧＤＰにものすごく貢献しているような産業が出てきていて、それをどう位

置づけていくのかという観点がちょっと薄いような感じがいたしました。これは分析の話

ですので、お調べいただければ、ある程度わかると思いますし、それからそういうものが

今後出てきたときに、土地の利用ということにどのようになっていくかということもおの

ずと議論ができると思います。それが第２点です。 

 それから第３点が、不良土地資産の処理の問題でありまして、先ほど農地の放棄の問題

が出ましたけれども、ちょっと農業は専門外ですのでよくわからないんですが、工業用地

とか、それから業務用につくった埋立造成土地が売れない状況というのが非常に多々ある
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わけでございまして、従来と決定的に違うのは、土地が捨てられる時代に入ってきている

と、需給が完全に逆転をして、従来は土地は必ずだれか買ってくれるという前提で経済の

理論もつくられていましたけれども、だれも買ってくれない土地が出てきているというの

が非常に大きな転換だろうなと思うわけであります。 

 それで、これは国全体にとっては不良債権処理の話ですので、銀行の債権を処理するの

が国全体でやったのと同じように、土地という不良資産もある段階で処理をしないといけ

ないのではないかなと経済的には思っております。 

 なぜその処理が必要かというのをちょっと付言しますと、取得した価格に比べて地価が

下がり過ぎているというのがバブルの後の共通の現象です。ですから、これは用途を変え

るだけでは全然追いつかないわけです。どんな用途であれ、損を１回出さないと、だれも

使ってもらえない現象です。これはビジネスの世界では、例えば、不良債権でもいいです

し、事業再生でもいいんですけれども、１回目を安く買って、もともとその資産を持って

いた人が損を出すことによってチャラにして再生をする。再生をする中で経済が回ってい

けば、長期的にはその損も回収できるだろうという判断で動いておるわけでございまして、

そのようなことを、これは国土政策というよりは土地政策の話になると思うんですけれど

も、避けて通っていては非常にポイントがずれた話になってくると思います。最終的に書

けるかどうかはちょっと別にして、議論だけはやはりしたうほうがいいかなと思っており

ます。 

 以上３点。 

【小林部会長】  第１点は、私もそのとおりだと思っておりまして、制度の枠組みをど

のようにこれから形成されるのか、なかなか難しい問題ではありますけれども、そういう

方向に向かっていきたいと思います。 

 ２番目の非土地利用的というのは、私なりに理解すると、そういう産業が例えば都市の

中の質の高い都市の中にむしろそういうビジネスはできるだけ入っていきたいという欲求

があるとすると、都市的な土地利用をできるだけ質の高いものにつくり変えていくという

ような議論を介在させて、国土利用計画と結びついてくるのではないかと思っております。 

 方向性としてはそんな議論でよろしいのですか。 

【根本委員】  はい。 

【小林部会長】  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 
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 では、有田委員。その次に亘理委員。 

【有田委員】  土地の利用で、国土利用の質的向上という話がありましたので、その点

に関して意見を述べます。 

 先ほど都市が縮小しているという話がありましたが、説明では、人口で評価されている。

しかし、人口は減らなくても地方都市の空洞化の問題がある。また、空き家のデータにつ

いていえば、都市部だと空き家といってもマンションなんかの過剰供給による問題と、地

方都市で、もう息子たちが出てしまっておやじたちも住まないので空き家になってしまっ

たような、空き家との間には質の差があるだろうと思うのです。こういうものを空間的に

とらえていけば、地方都市の抱えている質的差がもう少し具体的に議論できるのではない

かという気がします。 

 私のかかわっている農村の問題と絡めてお話ししますと、人口が減っているから大変だ

という議論がなされています。これは国土形成計画との問題もあると思いますが、人口が

減るということ自体は、それほど深刻ではないと私は思っています。日本の戦後の都市形

成というのは、ともかくやたら集中して、機能的な調整もないままに大きくなっていった。

そういう意味では、ただ大きいだけで、機能的強みを持っているのかというと必ずしもそ

うではない。人口が減っていくというプロセスの中で、地方における分散的集中といいま

すか、そうした形で機能の高い都市をどうつくっていくのかがむしろ問われている。 

 農村部でいいますと、やはり農地の近くに人がいないと地域社会というのはもたないん

です。そういう意味でも、単に過疎がよくないということではなくて、過疎地域でもうま

く集中的な都市形成ができれば、土地問題にはかなり違った局面が出てくるのではないか。

この部会での議論なのか、国土形成計画のほうの議論なのかわかりませんが、そうした観

点と少しリンクさせて考える必要があるのではないかと思っています。 

【小林部会長】  実は今のような有田委員のご議論が、おそらく先ほどご議論あった日

本の国土がかなりモザイク状にあるということと若干関連しているのかなと私は勝手に判

断して、先ほどご発言をお願いしたんですけれども、そういうことですよね。 

【有田委員】  はい。 

【小林部会長】  できるだけモザイク状であるから、そういうところは単に市街地が人

口が減少したということが問題ではなくて、そこにしっかりとそれぞれのモザイク状の中

に人々が介在して、それを維持管理しているような仕組みが日本国土で必要だというご議

論だと思います。 
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【有田委員】  おっしゃるとおりです。 

【小林部会長】  それでは、亘理さん。 

【亘理委員】  従来の国土利用計画というのは、基本的に都市地域とか、農地とか、森

林とか、自然法ということで、区域区分とか、地目別の対応というものを非常に重視して

きたということなんですけれども、今日の委員の先生方のお話をいろいろと伺ってきます

と、結局そういった意味での地域区分とか、地元別の考え方というものが絶対的なものと

して扱えなくなってきたという、そういう状況であるのかなという印象を持った次第です。 

 今日のこの委員会の発足の趣旨においても、要するに、従来の国土利用計画の目標と、

それから実勢とが乖離しているという話があったわけですけれども、だから、もともと立

てた目標が甘かったとか、あるいは、その後、実際の世の中の動きのほうが大きく上回っ

たということもあるかもしれませんけれども、ある意味ではそのこと以上に、やっぱり従

来の区域区分とか、地目別に目標を立てれば何とか国土の利用が適正にいけるという考え

方自体がやっぱり反省を迫られているのかなという、そういう印象を持ったわけです。 

 私は専門は法律学でありますから、そういったことについて十分な統計とか、実態につ

いての知見で貢献するというのはなかなか難しいわけですけれども、例えば、最近の法律

でいいますと、昨年、景観法という法律ができたわけです。景観法というのは、あれはい

わば重要なのは、つまり、例えば都市計画法などでは従来あまり重視されていなかった、

ある意味では非常に意識が希薄であった景観という側面に光を当てて、それを非常に計画

的、体系的に整備していこうと、そういう考え方を持った法律であると思うんです。 

 そういった意味で、言葉は悪いですけれども、制度のすき間、非常に大きく広がってい

たすき間とか、あるいは異なった制度化を横断的にとらまえることによって、優れた景観

を維持したり、形成しようという、そういう法律だと思うんですけれども。 

 それからもう１つは、景観法の場合は、まだ若干副次的にかかわっているという程度で

すけれども、いわゆる農村計画、都市の景観、建築景観だけではなくて、農村景観のよう

なものも取り入れていこうということで、今、都市計画と農村といわば連携という方向性

も打ち出しています。 

 そういった意味で、やっぱり従来の都市と農村とか、自然と市街地という、そういう区

分を固定化できないという、そういう時代の１つの現れかなという気がしていまして、や

っぱりこの委員会で要求されることも、そういった意味で制度間のすき間を全体の統一的

な視点でとらえていくとか、横断的にとらえていくということなのではないかと思います。 
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 景観法との関係でいいますと、私、実は、最近、札幌市の都市計画審議会の委員になり

まして、その辺で議論に景観法の話題も上るんですけれども、やっぱり現場の地方の職員

の方は、どうやって使いこなしているのかよくわからない。結局、あまり役に立たないの

ではないかとか、非常に消極的な見方が一部にあるんですね。これはやっぱりそうではな

くて、従来でのそういう都市とか農村とか、あるいは市街化区域と調整区域というような

ものを区分して考えるという発想があるからそういうふうになるのかなという気がしてい

まして、先ほど農村景観計画についても言及しましたけれども、景観区域自体も、あれは

実は景観計画区域自体も都市計画区域の外にまで伸ばして横断的にできるわけですけれど

も、全体としてはそういったような発想方法というのがこれから求められるのかなと。も

ちろん区域区分に区分された地域ごとに対策を講じなければならないというのももちろん

重要なんですけれども、やっぱりそれのみではなくて、それを絶対化しない発想方法が重

要なんかと考えまして、この委員会でもそういった議論が必要ではないかという印象を持

った次第です。 

【小林部会長】  それでは、千田委員。 

【千田委員】  千田でございます。 

 私どもの銀行は不動産の仲介を取り扱える唯一の銀行ということで、信託銀行の存在意

義があるわけですが、実際のところ、不動産の利用ということから、不動産を売ったり買

ったりする人が現実にはいて、それが結果的には、今、各委員の皆さんがおっしゃってい

たような不動産の利用、あるいは未利用地の拡大その他に結果的には売ったり買ったりが

つながっているのかなと感じております。 

 現実に私どもの不動産の仲介というのは、ほとんど現在は都市部で行われておりまして、

２０年ほど前は工業用地の売り買いとか、そういうものがございましたけれど、今ではも

うほとんど仲介の中心は、都市部の「収益物件」と称しておりますが、ビルその他の賃貸

ビルということになっております。 

 先ほどマイカーの利用の促進によって郊外型スーパーが出てきて、それが農村の疲弊と

いうか、荒廃につながっているとおっしゃっておりましたが、都市部でも新幹線が非常に

高速化することによって、例えば大阪と東京で比べますと、大阪の地価が相対的に大きく

下がる。それから大阪のサラリーマンが減ると。大阪の営業所を閉めて東京に集中すれば

日帰りで大阪に行かれるので、支店という核があったものが、逆に営業所に格下げになる

ということが起きています。東北地方でいいますと、東北新幹線が八戸まで延びたことに
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よって、仙台の営業所が閉鎖になって、八戸に出張所を置けばいいということになり、そ

うすると、仙台のビルの空室が増えていって、あれほど大きな都市でも若干ビルの値段が

下がっていくというような現象につながっています。感想めいたことになりますが、国土

のそういういろいろな目標ということを立てながらやっているだけでほんとうにいいのか、

そういう交通網の整備とかが結果的に便利になるはずなのですけれども、逆にかえって取

り残される地域が出てくるのではないかと思います。 

 私は先ほどの榛村市長さんと同じように静岡の出身ですが、新幹線も随分「ひかり」が

とまって静岡市は便利になったんですけれども、途中の駅はほとんどとまらない、あるい

はほんとうに遅い「こだま」もどんどん減っていくとか、もうほんとうに東京－大阪集中

で、一方では、「のぞみ」は品川にも新横浜にもとまるということがどんどん過疎化とか、

そういうものに影響を与えることも無視できないのかなと感じております。 

 それからもう１つ、特に工業用地だけではなく、都市部の臨海部等で、一番問題になっ

ておりますのは、土壌汚染の問題です。「土地はだれのものか」ということにもつながりま

すが、今、土壌汚染が見つかると、もうほんとうに大変な社会問題になりまして、我々も

調査をし、土壌の改良ということをやっているんですが、経済合理性では全くおさまらな

いというようなことにもなります。それは、工場をつくって結果的にいろいろなものを昔

に廃棄していたからそうなったということだけではなくて、埋め立て地そのものが、それ

を買った人の責任ではなくて、土壌汚染にさらされていて、結果的には工場や臨海部をビ

ルその他に転用したくてもできないという問題が起きております。それをすべて民間の経

済合理性の中で解決しようと思うと、先ほど根本委員がおっしゃったような土地が不良資

産になるという問題が起きますので、その辺も視野に入れて議論していただければと思い

ます。以上です。 

【小林部会長】  わかりました。今のお話は、ある意味で、国土形成計画との関係、連

携の議論にもつながると思います。国土形成計画の中でどういうふうに国土をつくるかと

いうことの議論とつながりますし、それからもう１つは、土地がマイナスの価値を持って

しまう、土壌汚染はそうですよね。マイナスの価値を持ってしまったものを土地をどのよ

うに考えるかという、なかなか悩ましい議論が特に工業地帯では出てきているというお話

で、先ほどの根本委員のお話とつながる議論だろうと思います。ありがとうございます。 

 では、星野さん、何か。 

【星野委員】  私は市民活動の代表というか、そういった形で参加させていただいてい
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るのかなと思うんですが、今、不良土地資産とかというお話もありましたけれども、先ほ

どやはり空き家がどんどん増えているという話で、私が住んでいる東京の多摩地域なんで

すが、もう今でもどんどん新しいマンションがつくられているんですね。実は私もちょっ

と１つ裁判にかかわっているものもあったんですけれども、そうやってどんどん環境に配

慮しているようなことを言いながら、言ってしまうと、今度は簡単に民間で建築確認がで

きてしまって、その民間同士でいわゆるほんとうにバブルのツケではないですけれども、

そういったところで何とかマンションをつくって不良債権を回収しなければいけないとい

ったような形で、どんどんマンションが今でもつくられている。なのに、ここのデータで

挙がっているように、空き家の率がどんどん高まっていく、これは一体どういうことなの

だというのは、これは２００３年問題とかという形でも言われていましたし、一部には２

００５年問題があるんじゃないかといわれるぐらいに、やはりつくるだけつくっても、あ

とは知らないよといったような、そういったことがある。私たち市民は、いつもごまめの

歯ぎしりで、結局、法律とか手続上何も問題がなければ、もう国も行政も何もかもがそれ

を認めてしまうといったような、その中で結局その裁判を起こしても、裁判もそういう法

的な基準で判断するしかないので、そこではやっぱり環境保全とかということが負けてし

まうというのが現状なんです。 

 先ほど、計画の実現性というお話が幾つも出ていますが、やはりここで大きな日本全体

のそういう方向性を決めるとしても、その自然の部分でいつも結局は市民が何もわからな

いままに、いつの間にか何かができてしまったよとか、環境が破壊されてしまったよとい

うことが繰り返されないように、そういった連携というか、そういったところまでも考え

た実効性というものをぜひ考えていただきたいなと思います。 

 それから、これも先ほどからモザイク性とか、いろいろ日本の自然の多様性という話が

ありますけれども、日本が１億総何かと化という言葉のもとに、どこに行ってもそれこそ

コンビニがある、いい道路がある、それから電気も普通に使えるし、テレビも同じように

見られる。はっきり言って世界中見てもこれほど北海道の端っこから沖縄の端っこまで行

っても同じような生活が享受できるという国はほかにないと思います。果たしてそれがほ

んとうに私たちの幸せだったのかということを、やっぱりもう１回考え直したい。それは

地域のいろいろな意味でのローカリティーとか、オリジナリティーといったようなものを

もう１回見直す、そういった画一的でないまちづくりとか、地域の見直しみたいなものを

やはり改めてというか、急がなければいけないのではないかと考えます。 
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 それからもう１つは、いろいろ農林水産業のお話も出ていますけれども、私が仕事でか

かわっている自然環境に非常に興味を持っている若者たちを教育する専門学校では、だん

だんやっぱり農業とか林業をやりたいという学生も、少しずつなんですがいるんです。で

も、まだその受け皿というか、１つはやはり農業委員会などで新たに農業を始めるという

ことへの規制が大き過ぎるとか、それから林業なんかでも、やっぱりその受け皿がないと

いったような、そういう部分がまだまだ多いと思うんです。 

 あと、榛村委員もおっしゃいましたが、若い人たちを見ていると、ほんとうに食べるも

のとか、それから日本のそれこそオリジナルな自然とかといったようなものについての知

識とか、思い入れとかというものが非常に希薄になっているというのを年々感じるんです。 

 ですから、これはまたちょっと話が違うかなと思いますが、やはりそういう農業とか林

業とかといったものに対するプライドというか、尊厳みたいなものが伝えられるような教

育だとか、そういう自然をもっともっと世界と比較して日本というのはどういうものなの

かということを教えていけるような、そういうものも必要なのではないかと思います。 

 最後の点は、ちょっとこの会とは違うかもしれませんが、そんなところをちょっと今考

えております。 

【小林部会長】  土地利用に直接つながるお話を幾つかいただいたんですけれども、例

えばマンションの立地というのは、ある意味でそれぞれの各自治体で、例えば最近は条例

をつくって規制しようとしています。私も実は国分寺市というところで新しいまちづくり

条例をつくりました。それはマンションの規制をやりたいという部分がありまして、その

規制をやりたいという部分の中に国分寺崖線という崖地に斜面緑地がある、湧き水がある、

それを守りたいと。これは国の法律よりも上の規制値を設定してその緑地を守れ、あるい

は水質をしっかり調査しろという、そういう規定を入れました。その根拠になるのは、実

は東京都が緑のマスタープランで国分寺崖線というものを位置づけているというところが

１つのベースにあって、さらに今日のペーパーの２１ページに、例えばこれから東京大都

市圏ではこういう水と緑のネットワークを形成するんだという、例えば国の計画が位置づ

けられると、国と市町村の一貫した姿勢が制度の中で形づけられると、それが強力なツー

ルになるはずだと考えておりまして、そういう意味で国土計画とおそらくつながっていく

部分があると私は思っておりまして、ぜひそういう議論をさせていただきたいと思います。 

【星野委員】  実は国分寺崖線でのそのマンション計画が、私が今お話ししたことだっ

たんです。 
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【小林部会長】  ええ、既に条例ができる前にもう動いている、確認で動いてしまいま

すね。 

【星野委員】  そうなんです。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 予定の時間が来ておりますので、今日はいろいろ有益なご議論をいただきましたが、そ

ろそろこの辺で終わらせていただきたいと思いますが、あとは事務局に、よろしいでしょ

うか。連絡事項がありましたら。 

【岡田総務課長】  それでは最後に、次回の当部会の開催日程等につきましては、日程

が決まり次第ご連絡をさせていただきたいと思います。その段階でまたご相談させていた

だきたいと思いますので、よろしくお願い申し上げます。 

 本日はどうもありがとうございました。 

【小林部会長】  どうもありがとうございました。 

 

閉   会 

 

 


